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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第103期
第２四半期
連結累計期間

第103期
第２四半期
連結会計期間

第102期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 18,505,367 9,415,618 37,372,662

経常利益 (千円) 727,856 420,848 1,664,453

四半期(当期)純利益 (千円) 578,039 347,314 1,159,209

純資産額 (千円) ― 18,600,489 18,723,401

総資産額 (千円) ─ 40,085,644 40,391,009

１株当たり純資産額 (円) ― 775.04 782.77

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 24.81 14.89 49.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― 49.79

自己資本比率 (％) ― 45.1 45.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,564,702 ― 3,861,522

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,021,878 ― △3,858,454 

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △475,695 ― △523,759

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 2,494,931 2,416,614

従業員数 (名) ― 677 654

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年９月30日現在）

従業員数(名) 677（200）

(注) 　１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者数を除き、グループ外から当社グループ

　への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で

　記載しております。

　２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載して

　おります。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年９月30日現在）

従業員数(名) 542（148）

(注) 　１　従業員は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

　従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　２　臨時従業員には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載して

　おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

塗料関連事業 2,042,714

自動車製品関連事業 4,392,676

合計 6,435,390

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当グループは受注による精算は僅かであり、主として見込生産によっておりますので、受注ならびに受

注残高については特に記載すべき事項はありません。
　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

塗料関連事業 3,273,007

自動車製品関連事業 6,142,610

合計 9,415,618

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱中外 1,830,974 19.5

本田技研工業㈱ 1,165,060 12.4

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

当年度は四半期報告制度の導入初年度であるため、「(1) 業績の状況」および「(3) キャッシュ・フ

ローの状況」において比較、分析に用いた前年同期数値は、独立会計監査人による四半期レビューを受け

ていません。

　

（1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題の深刻化を背景

とする米欧の景気減速により輸出の伸びが大幅に鈍化するとともに、原油および原材料価格の高騰が

企業収益を圧迫し、設備投資の減少や所得環境の悪化による個人消費の低迷など、景気の後退懸念が一

段と強まってまいりました。

　このような経営環境の変化に対処すべく、当社グループでは、生産性の向上、顧客ニーズに合致した環

境対応型製品や価格競争力のある新製品の開発に精力的に取組み、積極的な拡販活動に努めてまいり

ました。

　また、当初の予想を大幅に上回る原油・ナフサ価格の高騰による原材料価格の上昇に対し、販売価格

の是正と各部門での懸命な原価低減および経費削減による収益改善に取り組みました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の連結業績は、売上高94億1千5百万円（前年同期比　5.6％

増）、営業利益6千万円（前年同期比19.8％増）、経常利益4億2千万円（前年同期比　3.5％増）、四半期

純利益3億4千7百万円（36.9％増）となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　①塗料関連事業

当部門におきましては、顧客ニーズに合致した環境対応型塗料を中心に各市場に向けて積極的な拡

販活動を行いました。品種別売上高につきましては、合成樹脂塗料、防水材及び床材・舗装材は前年同

期比それぞれ6～14％の増加となり、工事関連の売上につきましては、マンション等改修工事物件の受

注増加に伴い、前年同期に比べ40.7％と大幅な増加となりました。

この結果、当部門の売上高は32億7千3百万円（前年同期比10.8％増）、営業利益は2千9百万円（前年同

期比－）となりました。

　②自動車製品関連事業

当部門におきましては、米国発の世界的な景気減速懸念が現実のものとなり、これまで好調であった

自動車輸出の陰りとともに自動車の国内需要も低迷を続けています。

　このような状況のもと、品種別売上高につきましては、吸遮音材の売上高は、高級乗用車の国内販売や

輸出不振の影響を受け、前年同期比7.1％の減少となりました。

　制振材は、燃費向上のための軽量化検討などで車両1台あたりの使用量は減少傾向でありますが、前年

同期比売上高では4.8％の増加となりました。防錆塗料につきましては、水系塗布型制振材や耐チッピ

ング塗料、車体シーリング材の採用拡大で、売上高は前年同期比21.8％の増加となりました。

　この結果、当部門の売上高は61億4千2百万円（前年同期比3％増）、営業利益は3千1百万円（前年同期

比63.5％減）となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、400億8千5百万円と前連結会計年度末に比べ3億5百

万円減少となりました。減少した主な要因は、有形固定資産の減少2億1千1百万円によるものです。

　負債合計は214億8千5百万円と前連結会計年度末に比べ1億8千2百万円減少しました。減少した主な要

因は、流動負債その他で3億5千6百万円増加があったものの、仕入債務が1億8千2百万円、借入金が3億1

百万円、それぞれ減少したことなどによるものです。

　純資産合計は、186億円と前連結会計年度末に比べ1億2千2百万円減少となりました。減少した主な要

因は利益剰余金で4億2千3百万円増加があったものの、その他有価証券評価差額金が2億3千9百万円、為

替換算調整勘定が3億2千1百万円、それぞれ減少したことなどによるものです。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、24億9千４百

万円と前連結会計年度末に比べ7千8百万円の増加となりました。

　当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは8億5千9百万円の資金の増

加となりました。この主な要因は減価償却費6億6千9百万円、仕入債務の増加1億6千6百万円などの収入

によるものです。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、減価償却費12億7千1百万円、売上債権の減少などにより15億6

千4百万円の資金の増加となりました。

　当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは4億1千4百万円の資金の減

少となりました。この主な要因は有形固定資産の取得4億2百万円などの支出によるものです。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、10億2千1百万円の資金の減少となりました。

　当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは8億2千6百万円の資金の減

少となりました。この主な要因は短期借入金の減少7億6百万円、長期借入金の返済による支出1億1千3

百万円などによるものです。

　なお、当第２四半期連結累計期間では、長期借入金の返済及び配当金の支払などにより4億7千5百万円

の資金の減少となりました。

　

（4）事業上及び財政上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は2億6千4百万円であります。

　また、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりでありま

す。なお、塗料関連事業における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
　
自動車製品関連事業

世界的な環境問題への高まりを背景に新規軽量防音システム部品「リエタ・ウルトラライト」は、

高品質と優れた音響特性により、省燃費化に対する要求を背景に、お客様より引き続き高い評価をいた

だいており、年々その採用が拡大しています。

　当社は、多様な顧客のニーズに応じた新しい仕様の製品開発を進めており、新たに従来品に比べ更な

る軽量化を図った製品仕様の開発に成功しました。

　従来の製品は、各部位に対して均一な音響特性を持つものでしたが、新しい音響設計技術の改善によ

り、製品内の各部位ごとに必要とされる、異なった音響特性を付与しています。この結果、従来品と同等

の防音性能を維持しつつ、10～20％の軽量化を達成しています。

　

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

 6/29



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,611,20023,611,200
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 23,611,20023,611,200― ―

（注）提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　①当社は、平成13年改正旧商法の規程に基づき新株予約権を発行しております。

〈第２回新株予約権（平成16年6月24日決議分）〉

第２四半期会計期間末現在
(平成20年9月30日)

新株予約権の数（個）    133（注）1,5,6

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    133,000（注）2,5,6

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1株当たり660（注）3

新株予約権の行使期間    平成18年8月１日～平成21年7月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

   発行価格   660　
   資本組入額 330

新株予約権の行使の条件    （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
   新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は
   認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

 8/29



〈第３回新株予約権（平成17年6月24日決議分）〉

第２四半期会計期間末現在
(平成20年9月30日)

新株予約権の数（個）    192（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    192,000（注）2

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1株当たり776（注）3

新株予約権の行使期間    平成19年8月１日～平成22年7月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

   発行価格   776　　　　　　
   資本組入額 388

新株予約権の行使の条件    （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
   新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は
   認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３　新株予約権発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は（新株予約権の行使を除
く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　

　　　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発　行済

株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込金額」を「１株当たり譲渡価額」に、

それぞれ読み替えます。

　　　以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行います。

４　新株予約権の行使の条件

　　　（1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要す　る。た

だし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、または当社の

従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。

 （3）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

 （4）その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

５　３名退職により、新株予約権の数13個と新株予約権の目的となる株式の数13,000株は失権しています。

６　権利行使により、新株予約権の数57個と新株予約権の目的となる株式の数57,000株は減少しています。
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②当社は会社法に基づき新株予約権を発行しております。

〈第４回新株予約権（平成18年6月23日決議分）〉

第２四半期会計期間末現在
(平成20年9月30日)

新株予約権の数（個）    489（注）1,5

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    489,000（注）2,5

新株予約権の行使時の払込金額（円）    １株当たり820（注）3

新株予約権の行使期間    平成20年8月１日～平成23年7月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

   発行価格　　820
   資本組入額　473

新株予約権の行使の条件    （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
   新株予約権の権利の譲渡及び質入その他の処分は
   認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使金額 ＝調整前行使金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は（新株予約権の行使を除
く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　

　　　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済

株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込金額」を「１株当たり譲渡価額」に、

それぞれ読み替えます。

　　　以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行います。

４　新株予約権の行使の条件

　　　（1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要する。た

だし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、または当社の

従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。

 （2）新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。

 （3）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

 （4）その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

５　２名辞退及び１名退職により、新株予約権の数９個と新株予約権の目的となる株式の数9,000株は失権してい

ます。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年9月30日 ─ 23,611,200 ─ 4,753,085 ─ 4,258,867

　

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

スティールパートナーズ ジャパ
ン ストラテジック ファンド オ
フショア エル・ピー
（常任代理人 香港上海銀行 東
京支店）

HEMISPHERE FUND MANAGERS LIMITED.,
P.O.BOX 30362SMB,3RDFLOOR,HARBOUR
CENTER,NORTH CHURCH STREET,GEORGE TOWN,
GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS,B.W.I
（東京都中央区日本橋3-11-1）

3,156 13.37

リエタホールディングエージー
（常任代理人 東海東京証券株式
会社）

SCHLOSSTALSTRASSE 43 CH-8406 
WINTERTHUR　SWITZERLAND
（東京都中央区京橋1-7-1）

1,560 6.61

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11
 

1,167 4.94

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 1,134 4.80

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

784 3.32

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町1 705 2.99

株式会社中外 愛知県名古屋市中区千代田5-21-11 613 2.60

第一生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1-1-2
（東京都中央区晴海1-8-12）

500 2.12

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 400 1.70

関西ペイント株式会社  大阪府大阪市中央区今橋2-6-14 367 1.56

計 ― 10,387 44.00

（注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　 日本トラスティ・サービス信託銀行　1,167千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 201,000
(相互保有株式)

普通株式 198,000　

―
 権利内容に何ら限定のない当社
 における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,876,000 22,876 同上

単元未満株式 普通株式 336,200 ― 同上

発行済株式総数 23,611,200― ―

総株主の議決権 ― 22,876 ―

（注）単元未満株式数には当社所有の自己株式371株および相互保有株式200株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本特殊塗料株式会社

東京都北区王子5－16－7 201,000 ＿ 201,000 0.85

(相互保有株式)
富士産業株式会社

神奈川県平塚市東八幡
5-11-3

163,000 ＿ 163,000 0.69

(相互保有株式)
梅居産業株式会社

福岡県福岡市博多区榎田
1－7－42

35,000 ＿ 35,000 0.15

計 ― 399,000 ＿ 399,000 1.69

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　4月 　5月 　6月 　7月 　8月 9月

最高(円) 548 524 524 487 470 429

最低(円) 496 480 465 428 402 365

(注)　最高・最低価格は、東京証券取引所市場第一部における実績であります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,617,954 2,545,037

受取手形及び売掛金 10,465,281 10,796,711

有価証券 99,827 －

商品及び製品 1,165,602 1,156,563

仕掛品 250,721 254,535

原材料及び貯蔵品 885,150 833,089

繰延税金資産 365,505 371,147

その他 259,233 170,053

貸倒引当金 △37,563 △31,894

流動資産合計 16,071,711 16,095,244

固定資産

有形固定資産 ※１, ※２
 14,110,531

※１, ※２
 14,321,683

無形固定資産 227,085 273,963

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 7,845,808

※２
 8,169,509

繰延税金資産 596,558 442,180

その他 1,277,235 1,142,941

貸倒引当金 △43,287 △45,472

投資損失引当金 － △9,040

投資その他の資産合計 9,676,315 9,700,118

固定資産合計 24,013,932 24,295,764

資産合計 40,085,644 40,391,009
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,865,542 8,048,178

短期借入金 ※２
 4,933,304

※２
 2,973,379

未払法人税等 59,556 51,081

その他 ※２
 3,066,919

※２
 2,710,314

流動負債合計 15,925,322 13,782,953

固定負債

長期借入金 ※２
 2,393,989

※２
 4,655,627

退職給付引当金 3,054,266 3,117,386

負ののれん 2,534 5,068

その他 109,042 106,573

固定負債合計 5,559,832 7,884,654

負債合計 21,485,154 21,667,608

純資産の部

株主資本

資本金 4,753,085 4,753,085

資本剰余金 4,362,988 4,363,758

利益剰余金 8,070,948 7,647,698

自己株式 △118,680 △127,555

株主資本合計 17,068,341 16,636,986

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,227,669 1,467,616

繰延ヘッジ損益 3,348 －

為替換算調整勘定 △216,509 105,293

評価・換算差額等合計 1,014,509 1,572,909

新株予約権 61,519 51,660

少数株主持分 456,119 461,845

純資産合計 18,600,489 18,723,401

負債純資産合計 40,085,644 40,391,009
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 18,505,367

売上原価 15,281,470

売上総利益 3,223,897

販売費及び一般管理費 ※
 3,204,997

営業利益 18,900

営業外収益

受取配当金 105,727

持分法による投資利益 612,115

その他 54,912

営業外収益合計 772,756

営業外費用

支払利息 61,793

その他 2,006

営業外費用合計 63,800

経常利益 727,856

特別利益

固定資産売却益 2,119

特別利益合計 2,119

特別損失

固定資産処分損 83,967

その他 6,805

特別損失合計 90,773

税金等調整前四半期純利益 639,202

法人税等 51,626

少数株主利益 9,536

四半期純利益 578,039
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　【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 9,415,618

売上原価 7,806,148

売上総利益 1,609,469

販売費及び一般管理費 ※
 1,548,669

営業利益 60,799

営業外収益

受取配当金 11,057

持分法による投資利益 360,322

その他 21,429

営業外収益合計 392,809

営業外費用

支払利息 31,408

その他 1,351

営業外費用合計 32,759

経常利益 420,848

特別利益

固定資産売却益 187

特別利益合計 187

特別損失

固定資産処分損 47,260

その他 2,181

特別損失合計 49,442

税金等調整前四半期純利益 371,594

法人税等 18,021

少数株主利益 6,259

四半期純利益 347,314
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 639,202

減価償却費 1,271,794

退職給付引当金の増減額（△は減少） △63,119

受取利息及び受取配当金 △108,727

支払利息 61,793

持分法による投資損益（△は益） △612,115

固定資産処分損益（△は益） 83,967

売上債権の増減額（△は増加） 331,430

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,285

仕入債務の増減額（△は減少） △182,636

その他 147,863

小計 1,512,168

利息及び配当金の受取額 193,057

利息の支払額 △62,491

法人税等の支払額 △78,031

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,564,702

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △99,750

有形固定資産の取得による支出 △847,663

投資有価証券の取得による支出 △5,451

関係会社株式の取得による支出 △14,825

貸付けによる支出 △42,100

貸付金の回収による収入 8,052

その他 △20,140

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,021,878

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △93,204

長期借入金の返済による支出 △208,508

配当金の支払額 △166,421

少数株主への配当金の支払額 △15,300

その他 7,737

財務活動によるキャッシュ・フロー △475,695

現金及び現金同等物に係る換算差額 11,187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 78,316

現金及び現金同等物の期首残高 2,416,614

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,494,931
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

該当事項はありません。

 

２　持分法の適用に関する事項の変更

（１）持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より新たに株式を取得したため、梅居産業株式会社を持分法適用の範

囲に含めております。

 

（２）変更後の持分法適用関連会社の数

９社
 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

該当事項はありません。

４　会計処理基準に関する事項の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法に

よっていましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

　これにより、売上総利益及び営業利益並びに経常利益は、それぞれ31,175千円減少し、税金等調

整前四半期純利益は35,799千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を９～15年としており

ましたが、第１四半期連結会計期間より法人税法の改正を契機として見直しを行い、８～９年に変更

しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の売上総利益が28,618千円、営業利益及び経常

利益並びに税金等調整前四半期純利益が28,642千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は24,494,043千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は23,654,506千円で

あります。

 

※２　担保資産

担保に供されている資産で、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはありませ

ん。

※２　担保資産

（１）次の資産を設備資金借入金（長期借入金

2,800,000千円、一年以内返済予定の長期借入金

100,000千円）の担保として工場財団抵当及び不動

産抵当に供しております。

工場財団不動産抵当

（千円） （千円）

建物及び構築物（帳簿価額） 205,124428,709

機械装置及び運搬具（ 〃 ）391,483 ─

 土地（ 〃 ） 68,065317,927

計 664,673746,637

（２）社内預金保全のため、投資有価証券（帳簿価額）

462,210千円を担保に供しております。

　　３　偶発債務

　　次の会社等に対して債務保証を行っております。

 

　（１）債務保証

日特固（広州）防音配件有限公司 38,061千円

天津日特固防音配件有限公司 30,815〃

SRN Sound Proof Co.,ltd.110,898〃

計 179,775〃

 

　（２）保証予約

㈱日本ヒーティングプラン 1,500千円

 

　　３　偶発債務

　　次の会社等に対して債務保証を行っております。

 
　（１）債務保証

日特固（広州）防音配件有限公司 86,914千円

天津日特固防音配件有限公司 112,359〃

SRN Sound Proof Co.,ltd.115,911〃

計 315,185〃

 
　（２）保証予約

㈱日本ヒーティングプラン 3,750千円

 

─ ４　受取手形裏書高 257,677千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

運搬費 678,773千円

減価償却費 160,845〃

研究開発費 549,555〃

給料手当 763,170〃

退職給付費用 84,642〃

貸倒引当金繰入額 4,873〃

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日 

 至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

運搬費 333,961千円

減価償却費 83,866〃

研究開発費 264,645〃

給料手当 366,692〃

退職給付費用 52,716〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,617,954千円

預入期間が３か月超の定期預金 △123,022〃

現金及び現金同等物 2,494,931千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年4月１日　

至 平成20年9月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,611,200

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 279,731

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第２四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 61,519

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月24日
定時株主総会

普通株式 163,829 7 円平成20年3月31日 平成20年6月25日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月11日
取締役会

普通株式 140,458 6 円平成20年9月30日 平成20年11月28日 利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、

注記を省略しています。なお、当第２四半期連結会計期間において、ストック・オプションを付与して

おりません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,273,0076,142,6109,415,618 ― 9,415,618

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,054 ─ 4,054 （4,054） ―

計 3,277,0616,142,6109,419,672（4,054） 9,415,618

　営業利益 29,619 31,180 60,799 ― 60,799

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

塗料関連事業
(千円)

自動車製品関連
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,277,91812,227,44918,505,367 ― 18,505,367

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,954 ─ 4,954 （4,954） ―

計 6,282,87212,227,44918,510,321（4,954） 18,505,367

　営業利益(又は営業損失) △2,381 21,281 18,900 ― 18,900

(注) １ 事業の区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業・自動車製品関連事業に区　分

しております。

２　各事業の主要な製品

（１）塗料関連事業　　　　…　塗料・防音材料、塗装及び防音工事

（２）自動車製品関連事業　…　自動車用防音材（制振材、吸・遮音材）、自動車用防錆材他

３　会計処理基準に関する事項の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、通常の販売目的で保

有する棚卸資産について、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の塗料関連事業の営業損失が19,298千円増加し、自動車製品関連事

業の営業利益が11,877千円減少しております。

４　有形固定資産の耐用年数の変更

　　　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を９

～15年としておりましたが、第1四半期連結会計期間より法人税法の改正を契機として見直しを行い、８～９

年に変更しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の塗料関連事業の営業損失が11,525千円増加し、自動車製品関連事

業の営業利益が17,116千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な存外支店がないため、記載すべき事項はあり

ません。
　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
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海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 775円04銭 １株当たり純資産額 782円77銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 24円81銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、

　記載しておりません。

　
　　２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 578,039

普通株式に係る四半期純利益(千円) 578,039

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,302

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について
前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 14円89銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、

　記載しておりません。

　
　　２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 347,314

普通株式に係る四半期純利益(千円) 347,314

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,331

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について
前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第103期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の中間配当については、平成20年11月11日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。
　

①　配当金の総額 140,458,974円

②　１株当たりの金額 6円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月28日

　

　

EDINET提出書類

日本特殊塗料株式会社(E00900)

四半期報告書

27/29



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月10日

日本特殊塗料株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
公認会計士　　江　口　　　潤　印

業 務 執 行 社 員

　

指定有限責任社員
公認会計士　　麻　生　和　孝　印

業 務 執 行 社 員

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

特殊塗料株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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